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第１章 市営住宅等長寿命化計画の目的と位置づけ 

１－１ 長寿命化計画の背景 

１－２ 目的 

１－３ 計画期間 



第２章 市営住宅等の状況 

２－１ 市営住宅に関する現状把握 

市営住宅の概要（令和 5年 4月） 

共用施設等の状況（令和 5年 4月） 

団地名称 所在地 棟番号 建設年度
戸数
（戸）

敷地面積
（㎡）

A 平成10年 22

B 平成6年 32

C 平成10年 24

D 平成8年 16

E 平成4年 32

計 5棟 126

A 平成元年 12

B 平成元年 12

C 昭和63年 12

D 昭和63年 8

E 昭和63年 8

計 5棟 52

赤土団地 赤土1920-7 - 平成15年 32 4,894.89

合計 11棟 210 38,402.89

15,222.00

18,286.00

上本所団地 本所364

長池団地 加茂3463-1

集会場 駐車場 駐輪場
児童
遊園

物置
ゴミ

置き場

上本所団地 ○ ○ ○ ○ － ○

長池団地 ○ ○ ○ ○ ○ ○

赤土団地 ○ ○ ○ ○ － ○

団地名称

共用施設



市営住宅の団地の位置 

小笠支所・中央公民館 



構造・階数の状況（令和 5年 4月） 

団地名称 棟番号 住宅番号 構造
階数

（階）
間取り

A

101～106
201～206
301～306
401～404

中層耐火 4 3LDK

B

101～108
201～208
301～308
401～408

中層耐火 4 3LDK

C

101～106
201～206
301～306
401～406

中層耐火 4 3LDK

D

101～104
201～204
301～304
401～404

中層耐火 4 3LDK

E

101～108
201～208
301～308
401～408

中層耐火 4 3LDK

A
101～104
201～204
301～304

中層耐火 3 3LDK

B
101～104
201～204
301～304

中層耐火 3 3LDK

C
101～104
201～204
301～304

中層耐火 3 3LDK

D

101～102
201～202
301～302
401～402

中層耐火 4 3LDK

E

101～102
201～202
301～302
401～402

中層耐火 4 3LDK

1LDK：8戸
2LDK：16戸
3LDK：8戸

4

上本所団地

長池団地

赤土団地 -
101～108
201～208
301～308

中層耐火



居住性の状況 

住戸内

段差 段差 手摺

A 4 有
3点
給湯

無 公共下水 有 有 有

B 4 有
3点
給湯

無 公共下水 有 有 有

C 4 有
3点
給湯

無 公共下水 有 有 有

D 4 有
3点
給湯

無 公共下水 有 有 有

E 4 有
3点
給湯

無 公共下水 有 有 有

A 3 有
3点
給湯

無 公共下水 有 有 有

B 3 有
3点
給湯

無 公共下水 有 有 有

C 3 有
3点
給湯

無 公共下水 有 有 有

D 4 有
3点
給湯

無 公共下水 有 有 有

E 4 有
3点
給湯

無 公共下水 有 有 有

赤土団地 - 4 有
3点
給湯

有 合併処理 無 スロープ 有

給湯
エレベー
ター

排水処理
状況

高齢化対応

共用部

上本所団地

長池団地

団地名称 棟番号
階数
（階）

浴槽の
有無



市営住宅の改修履歴（令和 5年 4月） 

団地名称 棟番号 年度 工事名

A 令和2年度 A棟改修工事

B 平成30年度 B棟改修工事

平成21年 C棟201号外壁塗装修繕

平成23年度 C棟102号外壁防水工事

令和3年度 C棟改修工事

D 令和元年度 D棟改修工事

E 平成29年度 E棟改修工事

平成17年 給水管漏水修繕工事

平成18年度 給水管修繕

平成18年度 自動給水装置修繕工事

平成19年度 遊具修繕工事

平成19年度 給水設備修繕

平成22年度 給水設備修繕

平成22年度 公園遊具修繕工事（長池・上本所）

平成23年度 給水設備修繕

平成29年度 給水施設更新工事

平成30年度 調整池土砂浚渫工事

平成30年度 給水施設更新工事

A 平成16年度 A・D棟駐輪場樋修繕

平成20年度 B棟屋外露出縦排水管漏水修繕工事

平成22年度 B棟屋上防水工事

平成16年度 C・E棟屋上防水修理工事

平成16年度 C棟駐輪場樋修繕

平成20年度 C棟屋上防水塗装工事

平成20年度 C棟屋上ｺﾛﾆｱﾙ修繕工事

平成23年度 C棟屋根修繕

D 平成16年度 A・D棟駐輪場樋修繕

平成16年度 C・E棟屋上防水修理工事

平成16年度 E棟駐輪場樋修繕

平成16年度 E棟屋上・2～4階ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ雨漏り修繕

平成21年度 E棟3階通路防水塗装

集会室 平成17年度 屋根妻部鉄板捲くれ修繕

平成18年度 給水ﾎﾟﾝﾌﾟ修繕工事

平成19年度 ﾏﾝﾎｰﾙ蓋浸入水防止工事

平成20年度 給水用ｴﾝｼﾞﾝﾎﾟﾝﾌﾟ交換工事

平成20年度 給水用ｴﾝｼﾞﾝﾕﾆｯﾄ点検修繕工事

平成22年度 公園遊具修繕工事（長池・上本所）

集会室 平成21年度 西側外壁一部張替

平成22年度 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰﾋﾟｯﾄ止水工事

平成22年度 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ非常用ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換　

平成23年度 配線改修工事

令和4年度 改修工事

令和4年度 EVインバータユニット改修工事

赤土団地
その他

C

その他

上本所団地

長池団地

B

C

E

その他



立地状況（令和 5年 4月） 

法指定状況（令和 5年 4月） 

小学校 中学校 駅（車）
バス停

（徒歩）

上本所団地
河城

小学校
菊川東
中学校

菊川駅
車5分

コミュニティバス：
上本所団地（徒歩1分）

和田公園900m
菊川駅前郵便局1.6km

長池団地
加茂

小学校
菊川西
中学校

菊川駅
車10分

コミュニティバス：
長池（徒歩5分）
※令和6年4月以降

長池団地（徒歩0分）

長池公会堂420m
菊川警察署1km
菊川市消防署3km

赤土団地
小笠東
小学校

岳洋
中学校

菊川駅
車20分

コミュニティバス：
菊川市水道事務所

（徒歩2分）
路線バス：赤土
（徒歩8分）

菊川市消防署3.6km
中央公民館1.2km
総合体育館450m

団地名称

学校区 最寄交通機関への時間
近隣施設（公益施設・
生活利便施設の距離）

団地名称 用途地域
建ぺい率
（％）

容積率
（％）

上本所団地 第1種中高層住居専用地域 60 150

長池団地 無指定地域 60 200

赤土団地 第1種住居地域 60 200



耐用年数経過状況（令和 5年 4月） 

安全性の状況（令和 5年 4月） 

団地名称
棟

番号
構造

建設
年度

耐用
年数
（年）

経過
年数

（年）

耐用年数
経過率

耐用年数
超過状況

A 中層耐火 平成10年 70 25 36% ○

B 中層耐火 平成6年 70 29 41% ○

C 中層耐火 平成10年 70 25 36% ○

D 中層耐火 平成8年 70 27 39% ○

E 中層耐火 平成4年 70 31 44% ○

A 中層耐火 平成元年 70 34 49% ○

B 中層耐火 平成元年 70 34 49% ○

C 中層耐火 昭和63年 70 35 50% ○

D 中層耐火 昭和63年 70 35 50% ○

E 中層耐火 昭和63年 70 35 50% ○

赤土団地 - 中層耐火 平成15年 70 20 29% ○

上本所団地

長池団地

団地名称
棟

番号
構造 建設年度 新耐震基準

２方向避難
の確保

A 中層耐火 平成10年 新耐震 ○

B 中層耐火 平成6年 新耐震 ○

C 中層耐火 平成10年 新耐震 ○

D 中層耐火 平成8年 新耐震 ○

E 中層耐火 平成4年 新耐震 ○

A 中層耐火 平成元年 新耐震 ○

B 中層耐火 平成元年 新耐震 ○

C 中層耐火 昭和63年 新耐震 ○

D 中層耐火 昭和63年 新耐震 ○

E 中層耐火 昭和63年 新耐震 ○

赤土団地 - 中層耐火 平成15年 新耐震 ○

長池団地

上本所団地



入居者の世帯人員状況（令和 5年 4月）【単位：戸】 

管理 入居 1人 2人 3人 4人 5人 6人以上 小計

A 22 14 10 2 2 0 0 0 14

B 32 19 12 4 2 1 0 0 19

C 24 12 4 5 2 1 0 0 12

D 16 9 4 2 3 0 0 0 9

E 32 22 13 6 1 1 1 1 22

- 126 76 43 19 10 3 1 0 76

A 12 8 1 2 2 3 0 0 8

B 12 8 0 6 2 0 0 0 8

C 12 10 7 1 1 0 1 0 10

D 8 7 3 4 0 0 0 0 7

E 8 7 3 2 2 0 0 0 7

- 52 40 14 15 7 3 1 0 40

赤土団地 - 32 22 14 6 2 0 0 0 22

合計 210 138 71 40 19 6 2 0 138

（割合） - - (51.4%) (29.0%) (13.8%) (4.3%) (1.4%) (0.0%) (100.0%)

長池団地

団地名称
世帯人員別分類管理戸数棟

番号

上本所団地

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

赤土団地

長池団地

上本所団地

1人 2人 3人 4人 5人 6人以上



入居者の世帯主の年齢状況（令和 5年 4月）【単位：戸】 

管理 入居
30歳
未満

30～
39歳

40～
49歳

50～
59歳

60～
64歳

65歳
以上

小計

A 22 14 0 0 4 3 0 7 14

B 32 19 1 2 1 3 0 12 19

C 24 12 0 2 3 2 1 4 12

D 16 9 1 0 3 0 0 5 9

E 32 22 0 2 4 2 0 14 22

- 126 76 2 6 15 10 1 42 76

A 12 8 0 2 3 1 0 2 8

B 12 8 0 2 4 0 0 2 8

C 12 10 0 1 1 1 0 7 10

D 8 7 0 0 1 2 0 4 7

E 8 7 0 0 2 1 0 4 7

- 52 40 0 5 11 5 0 19 40

赤土団地 - 32 22 0 1 1 1 1 18 22

合計 210 138 2 12 27 16 2 79 138

（割合） - - (1.4%) (8.7%) (19.6%) (11.6%) (1.4%) (57.2%) (100.0%)

上本所団地

長池団地

団地名称

世帯主年齢別分類
棟

番号

管理戸数

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

赤土団地

長池団地

上本所団地

30歳

未満

30～

39歳

40～

49歳

50～

59歳

60～

64歳

65歳

以上



入居者の居住年数の状況（令和 5年 4月）【単位：戸】 

管理 入居
5年
未満

5～9
年間

10～14
年間

15～19
年間

20～24
年間

25年間
以上

小計

A 22 14 3 6 1 1 3 0 14

B 32 19 5 1 1 1 0 11 19

C 24 12 4 3 1 2 2 0 12

D 16 9 5 2 0 1 1 0 9

E 32 22 5 3 4 0 1 9 22

- 126 76 22 15 7 5 7 20 76

A 12 8 1 3 1 2 1 0 8

B 12 8 2 5 1 0 0 0 8

C 12 10 1 1 2 0 3 3 10

D 8 7 3 1 0 1 1 1 7

E 8 7 4 0 1 1 0 1 7

- 52 40 11 10 5 4 5 5 40

赤土団地 - 32 22 6 4 3 9 0 0 22

合計 210 138 39 29 15 18 12 25 138

（割合） - - (28.3%) (21.0%) (10.9%) (13.0%) (8.7%) (18.1%) (100.0%)

長池団地

棟
番号

管理戸数

団地名称

居住年数別分類

上本所団地

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

赤土団地

長池団地

上本所団地

5年

未満

5～9

年間

10～14

年間

15～19

年間

20～24

年間

25年間

以上



最低居住面積水準状況（令和 5年 4月） 

※最低居住面積水準は、すべて大人の場合とし、単身者 25 ㎡、2 人以上の世帯 10 ㎡×世帯人数+10 ㎡
（ただし、4 人を超える場合は、この算定面積より 5％控除）で判断している。面積は下記のとおり。 

団地名称
棟
番号

戸数
（戸）

間取り
1戸あたり
床面積
（㎡）

最低居住面積水準から

みた世帯あたり人員数※

A 22 3LDK 79.10 世帯あたり人員7人以下

B 32 3LDK
84.1
79.3

世帯あたり人員7人以下

C 24 3LDK 79.10 世帯あたり人員7人以下

D 16 3LDK
84.9
78.7

世帯あたり人員7人以下

E 32 3LDK
84.9
79.0

世帯あたり人員7人以下

A 12 3LDK 128.10 世帯あたり人員8人以下

B 12 3LDK 128.10 世帯あたり人員8人以下

C 12 3LDK 129.20 世帯あたり人員8人以下

D 8 3LDK 129.20 世帯あたり人員8人以下

E 8 3LDK 129.20 世帯あたり人員8人以下

8 1LDK 86.35

16 2LDK 98.66

8 3LDK 109.58

上本所団地

長池団地

赤土団地 - 世帯あたり人員8人以下

25.0 ㎡以上 5 人/世帯 57.0 ㎡以上

2 人/世帯 30.0 ㎡以上 6 人/世帯 66.5 ㎡以上

3 人/世帯 40.0 ㎡以上 7 人/世帯 76.0 ㎡以上

4 人/世帯 47.5 ㎡以上 8 人/世帯 85.5 ㎡以上

単身者



収入分位戸数（令和 5年 4月）【単位：戸】 

収入超過者分位戸数（令和 5年 4月）【単位：戸】 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ

 104,000以下
104,001 ～

123,000以下

123,001 ～

139,000以下

139,001 ～

158,000以下

158,001 ～

186,000以下

186,001 ～

214,000以下

214,001 ～

259,000以下

259,001 ～

313,000以下
313,001 以上

分位戸数 112 10 4 4 1 2 3 1 0 0

裁量戸数 98 2 1 3 1 2 2 1 0 0

未申告

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ

 104,000以下
104,001 ～

123,000以下

123,001 ～

139,000以下

139,001 ～

158,000以下

158,001 ～

186,000以下

186,001 ～

214,000以下

214,001 ～

259,000以下

259,001 ～

313,000以下
313,001 以上

分位戸数 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0

裁量戸数 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0

未申告



団地別応募状況（令和 5年 4月）【単位：戸】 

募集
戸数

応募
戸数

応募
倍率

募集
戸数

応募
戸数

応募
倍率

募集
戸数

応募
戸数

応募
倍率

上本所団地 32 6 0 38 8 0 39 6 0

長池団地 11 8 1 12 5 0 33 2 0

赤土団地 2 2 1 3 3 1 10 4 0

小計 45 16 0 53 16 0 82 12 0

団地名称

平成29年 平成30年 平成31年

募集
戸数

応募
戸数

応募
倍率

募集
戸数

応募
戸数

応募
倍率

募集
戸数

応募
戸数

応募
倍率

上本所団地 45 4 0.1 43 8 0.2 47 3 0.1

長池団地 13 6 0.5 13 4 0.3 12 2 0.2

赤土団地 25 3 0.1 5 1 0.2 11 1 0.1

小計 83 13 0 61 13 0 70 6 0

令和4年

団地名称

令和2年 令和3年



入居の状況（令和 5年 4月）【単位：戸】 

団地名称 棟番号
管理
戸数

入居
戸数

空家 入居率

A 22 14 8 63.6%

B 32 19 13 59.4%

C 24 12 12 50.0%

D 16 9 7 56.3%

E 32 22 10 68.8%

A 12 8 4 66.7%

B 12 8 4 66.7%

C 12 10 2 83.3%

D 8 7 1 87.5%

E 8 7 1 87.5%

赤土団地 - 32 22 10 68.8%

210 138 72 65.7%

上本所団地

長池団地

小計



２－２ 現地調査（目視調査） 

目視調査の視点 

事前 

調査 
①建物諸元 

・建築概要 

 （建築年、構造、屋根形状、管理する棟数及び戸数） 

現地 

調査 

①屋上・屋根 ・屋根やパラペット等の劣化状況 

②外壁 

・地盤面の状況、躯体の劣化状況、外壁・庇裏・軒裏等

の仕上げ材の劣化状況、付属物等の劣化状況、シーリ

ング材の劣化状況 

③設備 ・受水槽、給排水管の劣化状況 

④通路・外構 ・破損状況 

⑤共用部 
・集会場、駐車場、駐輪場、児童遊園、物置、ゴミ置き

場、EV の有無、維持管理状況 

⑥居室 ・部屋内部の維持管理状況 



上本所団地 

 屋根は 5 棟とも切妻の勾配屋根なっています。(一部階段室は陸屋

根) 

 住戸部分の屋根は化粧セメント板であり、階段室部分は塗膜防水仕

上げとなっています。 

 化粧セメント板は、経年変化による劣化はあるものの、全体として、

概ね良好な状態です。 

  

長池団地 

 屋根は 5 棟とも切妻の勾配屋根となっています。 

 住戸部分はアスファルトシングル葺きとシート防水で、階段室部分

は防水モルタルです。 

 経年劣化はあるものの、全体的に概ね良好な状態です。 

  

 

赤土団地 

 屋根は切妻の勾配屋根となっています。 

 アスファルトシングル葺きで大掛かりな補修履歴もなく、概ね良好

な状態を保っています。 

  



上本所団地 

 外壁はコンクリート打放し補修の上、複層仕上げ塗材です。 

 塗装部分の雨染みや細かいクラック、一部塗装剥がれは見受けられ

るが、全体として概ね良好な状態を保っています。 

  

長池団地 

 外壁はコンクリート打放し化粧目地、吹付タイルです。 

 経年変化による塗装の汚れや剥がれが見受けられます。 

 

  

赤土団地 

 外壁はコンクリート打放し補修の上、複層仕上げ塗材です。 

 全体として、概ね良好な状態を保っています。 

  

  



上本所団地 

 バルコニー部分のアルミ(焼付塗装)手摺や一部ステンレス手摺に

ついては、概ね良好な状態を保っている。雨樋の塗装、掴み金物等

の状態も良いです。

長池団地 

 アルミ手摺は特に問題なく良好な状態を保っています。

赤土団地 

 アルミ手摺は特に問題なく、雨樋の塗装、掴み金物等の状態も良い

です。



上本所団地 

 5 棟とも打ち継ぎ目地（ポリウレタン）において、表面劣化等は見

受けられるが、特に問題とする程度ではありません。 

 

 

 

 

長池団地 

 5 棟とも打ち継ぎ目地（ポリウレタン）において、表面劣化等は見

受けられるが、特に問題とする程度ではありません。 

 

 

赤土団地 

 打ち継ぎ目地（ポリウレタン）において、表面劣化等は見受けられ

るが、特に問題とする程度ではありません。 

 

 



上本所団地 

 ＬＰガス貯蔵設備があり、概ね良好な状態です。

 給水は受水槽から加圧ポンプにて各住戸へ供給されています。

長池団地 

 ＬＰガス貯蔵設備があり、概ね良好な状態です。

 給水は受水槽から加圧ポンプにて各住戸へ供給されています。

赤土団地 

 ＬＰガス貯蔵設備があり、概ね良好な状態です。

 給水は直圧にて各住戸へ供給されています。



上本所団地 

 敷地周辺の外構等に一部クラック等が見受けられ、随時の維持管理

が必要です。

長池団地 

 公園等植栽について、随時の維持管理が必要です。

 敷地周辺の外構等に一部クラック等が見受けられ、随時の維持管理

が必要です。

赤土団地 

 通路部分、カラー舗装等については、概ね良好な状態です。



上本所団地 

 集会場、駐車場、駐輪場、児童遊具、ゴミ置き場等が設置されてお

り、遊具や駐輪場等の一部に、錆や塗装剥がれが見受けられます。 

長池団地 

 集会場、駐車場、駐輪場、児童遊具、物置、ゴミ置き場等が設置さ

れており、駐輪場や遊具等に、錆や塗装剥がれが見受けられます。 

赤土団地 

 集会場、駐車場、駐輪場、エレベーター、ゴミ置き場等が整備され

ており、特に問題はありません。



上本所団地 

 部屋内部の状態もよく、入居入替時にはクロス等張り替え、清掃を

行い良い状態です。

 玄関のスチールドアの一部に錆が見受けられます。

長池団地 

 部屋内部の状態もよく、入居入替時にはクロス等張り替え、清掃を

行い良い状態です。

赤土団地 

 部屋内部の状態もよく、特段、劣化等は見受けられます。



〈修繕の必要性〉 

Ａ：当面修繕の必要なし 

Ｂ：中長期に修繕対応が必要 

Ｃ：早期に修繕対応が必要 

〈躯体強度〉 

○：問題なし

×：問題あり

建設年/経過年数 構造 屋根形状 壁仕上げ、軒裏仕上げ 

Ａ：平成 10 年築 25年 
Ｂ：平成 6年/築 29 年 
Ｃ：平成 10 年/築 25 年 
Ｄ：平成 8年/築 27 年 
Ｅ：平成 4年/築 31 年 

中層耐火 勾配屋根 
・化粧セメント板(一部塗膜防水)

・軒裏 ケイカル板（ＥＰ）

劣化状況 

 屋根の化粧セメント板は、経年変化による劣化はあるものの概

ね良好な状態です。塗膜防水は表面劣化が見受けられます。

 外壁は、塗装部分の雨染みや細かいクラックは見受けられる

が、概ね良好な状態を保っています。

 バルコニー部分のアルミ(焼付塗装)手摺や一部ステンレス手

摺については、概ね良好な状態を保っています。雨樋の塗装、

掴み金物等の状態も良いです。

 打ち継ぎ目地（ポリウレタン）において、表面劣化等は見受け

られるが、特に問題とする程度ではありません。

 ＬＰガス貯蔵設備や給水も概ね良好です。

 敷地周辺の外構等に一部クラック等が見受けられます。

 遊具や駐輪場等の一部に、錆や塗装剥がれが見受けられます。 

 部屋内部の状態もよく、入居入替時にはクロス等張り替え、清

掃を行い良い状態です。

修繕の必要性及
び躯体強度 

修繕の必要性 
躯体強度 

屋根 壁面 

Ａ Ａ ○ 

状況写真 



建設年/経過年数 構造 屋根形状 壁仕上げ、軒裏仕上げ 

Ａ：平成元年 /築 34 年 
Ｂ：平成元年/築 34 年 
Ｃ：昭和 63年/築 35 年 
Ｄ：昭和 63年/築 35 年 
Ｅ：昭和 63年/築 35 年 

中層耐火 勾配屋根 

・アスファルトシングル（一部防

水モルタル＆シート防水） 

・軒裏 ケイカル板 

劣化状況 

 住戸部分はアスファルトシングル葺きとシート防水で、階段室

部分は防水モルタルです。 

 経年劣化はあるものの、全体的に概ね良好な状態です。 

 外壁は一部経年変化による塗装の汚れや剥がれが見受けられ

ます。 

 アルミ手摺は特に問題なく良好な状態を保っています。 

 ５棟とも打ち継ぎ目地（ポリウレタン）において、表面劣化等

は見受けられるが、特に問題とする程度ではありません。 

 ＬＰガス貯蔵設備や給水も概ね良好です。 

 公園等植栽について、随時の維持管理が必要です。 

 敷地周辺の外構等に一部クラック等が見受けられます。 

 駐輪場や遊具等に、錆や塗装剥がれが見受けられます。 

 部屋内部の状態もよく、入居入替時にはクロス等張り替え、清

掃を行い良い状態です。 

修繕の必要性及
び躯体強度 

修繕の必要性 
躯体強度 

屋根 壁面 

Ａ Ａ ○ 

状況写真 

   

   

   



建設年/経過年数 構造 屋根形状 壁仕上げ、軒裏仕上げ 

平成 15 年/築 20 年 中層耐火 勾配屋根 

・アスファルトシングル葺 

・コンクリート打放し（複層仕上

げ塗材） 

劣化状況 

 アスファルトシングル葺きで大掛かりな補修履歴もなく、概ね

良好な状態を保っています。 

 外壁は、塗装部分の表面劣化、雨染みや細かいクラック、塗装

剥がれ等が見受けられるが、概ね良好な状態を保っています。 

 アルミ手摺は特に問題なく、雨樋の塗装、掴み金物等の状態も

良いです。 

 打ち継ぎ目地（ポリウレタン）において、表面劣化等は見受け

られるが、特に問題とする程度ではありません。 

 ＬＰガス貯蔵設備や給水も概ね良好です。 

 給水は直圧にて各住戸へ供給されています。 

 部屋内部の状態もよく、特段、劣化等は見受けられません。 

 集会場、駐車場、駐輪場、ＥＶ等が整備されており、特に問題

はありません。 

修繕の必要性及
び躯体強度 

修繕の必要性 
躯体強度 

屋根 壁面 

Ａ Ａ ○ 

状況写真 

   

   

   



２－３ 市営住宅等需要予測 

【ステップ１】目標時点における借家世帯の年間収入五分位階級・世帯人員別の世帯数の推計 

【ステップ２】目標時点における公営住宅の入居資格世帯数の推計 

【ステップ３】目標時点における要支援世帯数の推計 



住宅確保要配慮世帯の定義概念図 

特定のニーズを有する要支援世帯数の推計結果【単位：世帯】 

 
令和 
2 年 

令和 
7 年 

令和
12 年 

令和
17 年 

令和
22 年 

令和
27 年 

著しく困窮年収水準未満であり、 

かつ、最低居住面積水準未満である世帯数 
A 125 109 95 84 78 72 

著しく困窮年収水準未満であり、 

かつ、最低居住面積水準以上である世帯のうち、

高家賃負担率以上である世帯数 

B 110 107 101 94 90 86 

著しく困窮年収水準以上であり、 

かつ、最低居住面積水準未満である世帯数 
C 68 62 59 56 53 51 

著しく困窮年収水準以上であり、 

かつ、最低居住面積水準以上である世帯のう

ち、高家賃負担率以上である世帯数 

D 17 20 23 25 26 28 

A＋B 235 215 195 179 168 158 

A＋C 193 171 153 140 131 123 

A＋B+C 302 278 245 235 221 209 

A+B+C+D 319 298 277 259 248 236 

　年収

本来階層15.8万円以下・裁量階層は21.4万円以下

著しい困窮年収ライン

Ｃ．著しい困窮年収水準以上、 最低居住面積水準以上　かつ　著しい困窮年収水準以上

　かつ、最低居住面積水準未満　 Ｄ．うち高家賃負担率以上

68世帯 17世帯

Ａ．最低居住面積水準未満 最低居住面積水準以上　かつ　著しい困窮年収水準未満

　かつ　著しい困窮年収水準未満 Ｂ．うち高家賃負担率以上

居住面積水準

最低居住面積水準

125世帯 110世帯



将来世帯数の推計結果【単位：世帯】 

世帯主の年齢 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 

20 歳未満 23 20 17 17 15 12 11 

20～24 歳 360 360 355 342 322 309 280 

25～29 歳 842 736 764 757 719 673 640 

30～34 歳 1,043 966 857 901 883 840 791 

35～39 歳 1,137 1,100 1,020 919 972 961 921 

40～44 歳 1,378 1,328 1,286 1,184 1,093 1,172 1,168 

45～49 歳 1,211 1,476 1,382 1,296 1,182 1,069 1,110 

50～54 歳 1,251 1,207 1,467 1,378 1,283 1,167 1,048 

55～59 歳 1,419 1,255 1,227 1,501 1,402 1,323 1,173 

60～64 歳 1,735 1,426 1,272 1,258 1,554 1,443 1,327 

65～69 歳 1,991 1,791 1,514 1,357 1,389 1,749 1,608 

70～74 歳 1,310 1,953 1,781 1,478 1,387 1,437 1,785 

75～79 歳 1,058 1,167 1,747 1,552 1,334 1,252 1,276 

80～84 歳 737 767 832 1,225 1,101 931 861 

85 歳以上 573 651 715 787 1,072 1,158 1,108 

合計 16,068 16,203 16,236 15,953 15,707 15,495 15,107 

※合計値が合わないのは端数処理の関係による。 



借家世帯の年間収入五分位別・世帯人員別世帯数の推計【単位：世帯】 

令

和

2

年 

世帯人員 

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位 

合計 
0～ 

240 万円 

未満 

240～ 

354 万円 

未満 

354～ 

494 万円 

未満 

494～ 

722 万円 

未満 

722 万円 

以上 

1 人 732 329 376 335 95 1,866 

2 人 261 154 229 204 150 999 

3 人 90 93 181 204 45 613 

4 人 36 62 137 77 27 339 

5 人 14 20 41 14 16 104 

6 人以上 13 6 6 5 5 35 

合計 1,146 664 971 838 338 3,956 

令

和

27

年 

世帯人員 

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位 

合計 
0～ 

226 万円 

未満 

226～ 

333 万円 

未満 

333～ 

464 万円 

未満 

464～ 

687 万円 

未満 

687 万円 

以上 

1 人 634 277 271 439 113 1,734 

2 人 187 109 189 265 251 1,002 

3 人 0 33 132 273 73 511 

4 人 0 21 85 61 12 179 

5 人 5 12 41 11 20 90 

6 人以上 18 8 9 3 3 42 

合計 845 461 728 1,052 471 3,558 

※年間収入五分位階級の境界値は、総務省「家計調査（家計収支編・総世帯・各年次年報）」で公表さ
れている年間収入五分位階級の境界値の実績値をもとに、将来値を推計したもの。 
※合計値が合わないのは端数処理の関係による。 



公営住宅入居資格世帯の年間収入五分位別・世帯人員別世帯数の推計【単位：世帯】 

令

和

2

年 

世帯人員 

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位 

合計 
0～ 

240 万円 

未満 

240～ 

354 万円 

未満 

354～ 

494 万円 

未満 

494～ 

722 万円 

未満 

722 万円 

以上 

1 人 161 72 22 0 0 256 

2 人 261 151 31 0 0 443 

3 人 90 93 125 0 0 308 

4 人 36 62 122 9 0 229 

5 人 14 20 41 4 0 79 

6 人以上 13 6 6 3 0 28 

合計 575 404 347 16 0 1,343 

令

和

27

年 

世帯人員 

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位 

合計 
0～ 

226 万円 

未満 

226～ 

333 万円 

未満 

333～ 

464 万円 

未満 

464～ 

687 万円 

未満 

687 万円 

以上 

1 人 167 73 33 0 0 273 

2 人 187 109 57 0 0 354 

3 人 0 33 107 16 0 156 

4 人 0 21 82 15 0 118 

5 人 5 12 41 5 0 64 

6 人以上 18 8 9 2 0 38 

合計 378 257 330 38 0 1,003 

※合計値が合わないのは端数処理の関係による。 



要支援世帯数(著しい困窮年収未満の世帯数)の推計【単位：世帯】 

 
令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 

1 人 128 133 135 138 140 140 

2 人 261 245 227 213 201 189 

3 人 161 124 92 66 45 29 

4 人 161 130 102 80 69 61 

5 人 61 59 57 54 52 50 

6 人以上 26 30 32 35 36 37 

合計 798 721 646 585 544 506 



社人研推計と菊川市人口ビジョンによる推計人口の比【単位：人】 

 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 

①社人研推計 45,332 44,129 42,704 41,081 39,209 37,209 

②菊川市人口ビジョン 45,622 44,836 43,908 42,863 41,563 40,150 

②菊川市人口ビジョン／
①社人研推計 

1.006 1.016 1.028 1.043 1.060 1.079 

「菊川市人口ビジョン」を踏まえた著しい困窮年収未満の世帯数【単位：世帯】 

 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 

著しい困窮年収未満の 
世帯数 1（社人研） 

798 721 646 585 544 506 

著しい困窮年収未満の 
世帯数 2（菊川市人口ビジョ
ン補正） 

803 733 664 610 577 546 



国土交通省プログラムで算出した世帯率 

令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 

1 人 16.1% 18.5% 21.0% 23.5% 25.7% 27.7% 

2 人 32.7% 34.0% 35.2% 36.4% 37.0% 37.4% 

3 人 20.2% 17.2% 14.3% 11.3% 8.3% 5.7% 

4 人 20.1% 18.0% 15.8% 13.6% 12.7% 12.1% 

5 人 7.7% 8.2% 8.8% 9.3% 9.6% 9.8% 

6 人以上 3.2% 4.1% 5.0% 5.9% 6.7% 7.3% 

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

※合計値が合わないのは端数処理の関係による。

菊川市人口ビジョンで補正した著しい困窮年収未満の世帯数【単位：世帯】 

令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 

1 人 129 135 139 144 148 151 

2 人 263 249 234 222 213 204 

3 人 162 126 95 69 48 31 

4 人 162 132 105 83 73 66 

5 人 62 60 58 57 55 53 

6 人以上 26 30 33 36 38 40 

合計※ 803 733 664 610 577 546 

※合計値が合わないのは端数処理の関係による。



家賃・間代・地代等の支払額上限 

級地 1 人 2 人 3～5人 6 人 7 人 

3 級地－2 
（本市が該当） 

37,200 45,000 48,300 52,000 58,000 

 



家賃帯別借家の状況（不詳除く）【単位：世帯】 

  総数 0 円 

1～1 

万円 

未満 

1～2 

万円 

未満 

2～4 

万円 

未満 

4～6 

万円 

未満 

6～8 

万円 

未満 

8～10 

万円 

未満 

10 万円

以上 

29 ㎡以下 1,110 40 70 50 300 340 100 40 0 

30～49 ㎡以下 1,280 20 50 10 330 670 170 0 0 

50～69 ㎡以下 1,120 0 40 40 100 490 350 40 130 

70～99 ㎡以下 340 0 0 20 130 100 70 20 0 

100 ㎡以上 230 30 0 0 50 80 40 10 90 

民営借家 
(専用住宅)総数 

4,080 100 160 130 920 1,680 720 120 480 

30  

住宅の所有の関係，建築の時期別住宅数（不詳除く）【単位：世帯】 

  総数 持ち家 借家 
公営の 

借家 

UR・公社

の借家 
民営借家 給与住宅 

総数 16,480 12,060 4,080 210 0 3,460 410 

1970 年以前 1,160 1,110 50 0 0 50 0 

1971～1980 年 1,500 1,380 130 0 0 40 90 

1981～1990 年 2,910 2,430 480 50 0 390 40 

1991～2000 年 3,460 2,640 820 100 0 670 50 

2001～2010 年 3,140 2,000 1,140 60 0 1,020 60 

2011～2018 年 9 月 2,930 2,000 920 10 0 760 160 

30  

※住宅・土地統計調査はサンプル調査であり、調査サンプルの統計結果をもとに母数を推計している
ため、各項目の合計数は必ずしも総数と一致しない。  



著しい困窮年収未満の世帯への住宅需給バランス 

令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 

住
宅
供
給
可
能
量

市営住宅数（戸） 210 210 210 210 210 210 

県営住宅数（戸） 88 88 88 88 88 88 

著しい困窮年収未満の世
帯に対応した民間賃貸住
宅数（戸） 

571 571 571 571 571 571 

①合計（戸） 869 869 869 869 869 869 

②著しい困窮年収未満の世
帯数（菊川市人口ビジョン
補正）（世帯） 

803 733 664 610 577 546 

①－② 
充足（不足）数（戸） 

66 136 205 259 292 323 



２－４ 市営住宅等に関する課題 



第３章 長寿命化に関する基本方針 

３－１ ストックの状況把握(定期・日常点検)・修繕の実施・データ管

理に関する方針 

３－２ 改善事業の実施による長寿命化及びライフサイクルコストの

縮減に関する方針 



第４章 公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法
の選定 

４－１ 対象住宅の抽出 

計画の対象住宅 

NO. 団地名 住棟番号等 建設年度 構造 
棟数 

（棟） 

戸数 

（戸） 

1 上本所団地 A 平成 10 年 中耐 1 22 

2 上本所団地 B 平成 6年 中耐 1 32 

3 上本所団地 C 平成 10 年 中耐 1 24 

4 上本所団地 D 平成 8年 中耐 1 16 

5 上本所団地 E 平成 4年 中耐 1 32 

6 長池団地 A 平成元年 中耐 1 12 

7 長池団地 B 平成元年 中耐 1 12 

8 長池団地 C 昭和 63 年 中耐 1 12 

9 長池団地 D 昭和 63 年 中耐 1 8 

10 長池団地 E 昭和 63 年 中耐 1 8 

11 赤土団地   平成 15 年 中耐 1 32 

合計       11  210  



４－２ 団地別・住棟別の事業手法の選定 

公営住宅等の整備手法の概要 

事業手法 内容 備考 

維持管理 
 定期的な点検や修繕を行い、公営住宅

等としての機能を維持するもの。

公
営
住
宅
等
ス
ト
ッ
ク
総
合
改
善
事
業 

個別改善 

 公営住宅等の居住水準の向上と総合的

活用を図るため、規模増改善、住戸改

善、共用部分改善及び屋外・外構改善を

行う事業。

 概ね築 10 年以上が経過した公営

住宅等が対象。

 改善事業実施後、概ね 10 年間以

上管理する予定のものであるこ

と。  長寿命化型 

 安全性確保型 

 福祉対応型 

 居住性向上型 

劣化防止、耐久性向

上及び維持管理の容

易化のための設備等

の改善を行うもの。 

耐震性、耐火性等の

安全性を確保するた

めの設備等の改善を

行うもの。 

高齢者、障がい者等

の居住の円滑化のた

めの設備等の改善を

行うもの。 

利便性、衛生、快適性

等居住性の向上のた

めの設備等の改善を

行うもの。 

全面的 

改善 

 躯体以外の内装、設備等住戸内部全体

または大部分にわたって行う住戸改善

で、居住性向上型及び福祉対応型を行

うもの。

 共用部分改善で福祉対応型及び安全性

確保型を行うもの。

 屋外・外構改善で福祉対応型を行うも

の。

 原則、建設後 30 年を経過した公

営住宅等が対象。

 当該事業の実施後、概ね 30 年以

上管理する予定のものであるこ

と。

建替 
 現在ある公営住宅を除却し、新たに公

営住宅を建設するもの。

 公営住宅法第 2 条第 15 号に定め

るもの。

用途廃止 
 標準管理期間※を経過したもので、公営

住宅等としての機能を廃止すること。

【標準管理期間】 

耐火構造：35～70年 
※公営住宅建替事業の施行要件の一つに耐用年数の 1/2 を経過（公営住宅法第 36 条第 2 項）とあるこ
とから、標準管理期間は、公営住宅法施行令に基づく耐用年数をもとに、各構造の耐用年数の 1/2 から
満了時までとした。



事業手法の選定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 



４－３ １次判定 

ア：【需要】空家率、応募倍率で判定します。 

●空家率 

判定基準 判定結果 

空家率が 10％未満 ◎ 

空家率が 10～20％未満 ○ 

空家率が 20～40％未満 △ 

空家率が 40％以上 × 

●応募倍率 

判定基準 判定結果 

応募倍率が 2.0 以上 ◎ 

応募倍率が 1.0～2.0 未満 ○ 

応募倍率が 0.5～1.0 未満 △ 

応募倍率が 0.5 未満 × 

募集停止 － 

イ：【効率性】建替事業の可能性等を基準として判定します。 

●都市計画 

判定基準 判定結果 

住居系用途地域内 ◎ 

用途地域内(住居系以外) ○ 

無指定地域 △ 

上記以外 × 

●敷地規模(建替事業の可能性の基準) 

判定基準 判定結果 

敷地面積が 5,000 ㎡以上 ◎ 

敷地面積が 3,000 ㎡以上 5,000 ㎡未満 ○ 

敷地面積 1,000 ㎡以上 3,000 ㎡未満 △ 

敷地面積が 1,000 ㎡未満 × 

・団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針の検討 

・住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性の検討 



ウ：【立地】公共交通機関の利便性※1 と災害の危険性を基準として判定します。都市計画区域外

であるため、上位計画による立地の適正による判断は行いません。 

●交通条件 

判定基準 判定結果 

鉄道駅から 1km 以内またはバス停から 500m 以内 ○ 

鉄道駅から 1km 超またはバス停から 500m 超 × 

●水害の危険 

判定基準 判定結果 

浸水想定区域外 ○ 

浸水想定区域内 × 

●土砂災害の危険 

判定基準 判定結果 

土砂災害警戒区域外 ○ 

土砂災害警戒区域内 × 

※国土交通省「都市構造の評価に関するハンドブック」において、「高齢者の一般的な徒
歩圏」とされる半径 500m を判定基準とします。 

１次判定－１の判定結果 

1 次判定－１ 
1 次判定－１ 

継続管理する団地 なし 

判断を留保する団地 

上本所団地 A 上本所団地 B 

上本所団地 C 上本所団地 D 

上本所団地 E 長池団地 A 

長池団地 B 長池団地 C 

長池団地 D 長池団地 E 

赤土団地  



１次判定－１の判定結果(詳細) 

基礎情報 

 1 次判定－②－１ 

 

判定結果 

需要 効率性 立地 

 空家率 応募倍率 都市計画 敷地面積 交通 水害 土砂災害 

NO 団地名 
住棟
番号
等 

建設 
年度 

構造 
棟数 

（棟） 
戸数 

（戸） 

 評価 評価 評価 評価 評価 評価 評価 

 

×が 1 つ以上あるもの
を「判断を留保する団
地」、×がないものを「継
続管理する団地」とした 

◎:10％未満 
○:10～20％未
満 
△:20～40％未
満 
×:40％以上 

◎:2.0 以上 
○:1.0～2.0
未満 
△:0.5～1.0
未満 
×:0.5 未満 
－:募集停止 

◎:住居系用途地域
内 
○:用途地域内(住居
系以外) 
△:無指定 
×:上記以外 

◎:5,000 ㎡以上 
○:3,000～5,000
㎡未満 
△:1,000～3,000
㎡未満 
×: 
1,000 ㎡未満 

○:鉄道駅 1km
圏内又はバス停
から 500ｍ圏内 
×:上記以外 

○:浸水想定区域
外 
×:浸水想定区域
内 

○:土砂災害警戒区
域外 
×:土砂災害警戒区
域内 

1 上本所団地 A 
平成
10 年 

中耐 1 22  判断を留保する団地 △ 36.4% ×   ◎   ◎   ○   ×   ○   

2 上本所団地 B 
平成 
6 年 

中耐 1 32  判断を留保する団地 × 40.6% ×   ◎   ◎   ○   ×   ○   

3 上本所団地 C 
平成
10 年 

中耐 1 24  判断を留保する団地 × 50.0% × 0.14 ◎ 第 1 種中高層 ◎ 15,222.00 ○ 上本所団地 ×   ○   

4 上本所団地 D 
平成 
8 年 

中耐 1 16  判断を留保する団地 × 43.8% ×   ◎ 住居専用地域 ◎   ○   ×   ○   

5 上本所団地 E 
平成 
4 年 

中耐 1 32  判断を留保する団地 △ 31.3% ×   ◎   ◎   ○   ×   ○   

6 長池団地 A 
平成
元年 

中耐 1 12  判断を留保する団地 △ 33.3% ×   △   ◎   ○   ○   ○   

7 長池団地 B 
平成
元年 

中耐 1 12  判断を留保する団地 △ 33.3% ×   △   ◎   ○   ○   ○   

8 長池団地 C 
昭和
63 年 

中耐 1 12  判断を留保する団地 ○ 16.7% × 0.29 △ 無指定地域 ◎ 18,286.00 ○ 長池 ○   ○   

9 長池団地 D 
昭和
63 年 

中耐 1 8  判断を留保する団地 ○ 12.5% ×   △   ◎   ○   ○   ○   

10 長池団地 E 
昭和
63 年 

中耐 1 8  判断を留保する団地 ○ 12.5% ×   △   ◎   ○   ○   ○   

11 赤土団地   
平成
15 年 

中耐 1 32  判断を留保する団地 △ 31.3% × 0.25 ◎ 第 1 種住居地域 ○ 4,894.89 ○ 水道事務所 ×   ○   



ア：【躯体の安全性】昭和 56 年 6 月 1 日以降の建築確認において適用されている耐震基準（新耐

震基準）への適合の有無で判定します。 

判定基準 判定結果 

新耐震基準 ◎ 

旧耐震基準だが耐震性あり ○ 

旧耐震基準で耐震性なし × 

不明 － 

イ：【避難の安全性】二方向避難の有無で判定します。

判定基準 判定結果 

二方向避難あり ○ 

二方向避難なし × 

対象外 － 

ウ：【居住性】住棟・住戸の設備状況で判定します。

判定基準 判定結果 

A 

住戸専用面積が 40㎡以上※ ◎ 

住戸面積が 25～40㎡未満で単身用 ○ 

住戸専用面積が 40㎡未満 × 

B 

浴室・浴槽あり ○ 

浴室あり △ 

浴室・浴槽なし × 

C 

洋式水洗 ◎ 

和式水洗 ○ 

上記以外 × 

D 

3 箇所給湯あり ◎ 

給湯器あり ○ 

上記以外 × 

E 

高齢化対応 ○ 

手すりあり △ 

上記以外 × 

F 

築後 10 年以上で大規模改善あり ◎ 

築後 10 年以上で大規模改善なし △ 

築後 10 年以内 － 

G 

現地調査結果で改善の必要なし ○ 

現地調査結果で改善が必要 △ 

現地調査結果で早急な改善が必要 × 
※「夫婦＋子供 1 人」の居住を想定し住生活基本計画（全国計画）より、3 人世帯に必
要な最低居住面積水準（延床面積）40 ㎡を判定基準としました。



１次判定－２の判定結果 

 

1 次判定－２ 

改善不要 改善が必要 
優先的な改善が必要

(改善可能) 

優先的な改善が必要

(改善不可能) 

全住棟 

上本所団地 A 

なし なし なし 

上本所団地 B 

上本所団地 C 

上本所団地 D 

上本所団地 E 

長池団地 A 

長池団地 B 

長池団地 C 

長池団地 D 

長池団地 E 

赤土団地 



１次判定－２の判定結果（詳細） 

耐震、住戸面積、現地調査
の3項目のうち2つ以上が×
のものを「優先的な改善が
必要(改善不可能)」、上記
以外で×が3個以上のもの
を「優先的な改善が必要
(改善可能)」、×が1～2個
又は×と△を合わせて3個
以上のものものを「改善が
必要」、×がないものを
「改善不要」とした

耐震、住戸面積、現地調査
の3項目のうち2つ以上が×
のものを「優先的な改善が
必要(改善不可能)」、上記
以外で×が3個以上のもの
を「優先的な改善が必要
(改善可能)」、×が1～2個
又は×と△を合わせて3個
以上のものものを「改善が
必要」、×がないものを
「改善不要」とした

1 上本所団地 A
平成
10年

中耐 1 22 改善不要 ◎ 新耐震基準 ○ あり ◎ 79.10 ○ ◎ ◎ △ ○ R2長寿命化改修 ○ 改善不要

2 上本所団地 B
平成
6年

中耐 1 32 改善不要 ◎ 新耐震基準 ○ あり ◎ 79.30 ○ ◎ ◎ △ ○ H30長寿命化改修 ○ 改善不要

3 上本所団地 C
平成
10年

中耐 1 24 改善不要 ◎ 新耐震基準 ○ あり ◎ 79.10 ○ ◎ ◎ △ ○ R3長寿命化改修 ○ 改善不要

4 上本所団地 D 平成8年 中耐 1 16 改善不要 ◎ 新耐震基準 ○ あり ◎ 78.70 ○ ◎ ◎ △ ○ H31長寿命化改修 ○ 改善不要

5 上本所団地 E
平成
4年

中耐 1 32 改善不要 ◎ 新耐震基準 ○ あり ◎ 79.00 ○ ◎ ◎ △ ○ H29長寿命化改修 ○ 改善不要

6 長池団地 A
平成
元年

中耐 1 12 改善不要 ◎ 新耐震基準 ○ あり ◎ 128.10 ○ ◎ ◎ △ ○ H28長寿命化改修 ○ 改善不要

7 長池団地 B
平成
元年

中耐 1 12 改善不要 ◎ 新耐震基準 ○ あり ◎ 128.10 ○ ◎ ◎ △ ○ H28長寿命化改修 ○ 改善不要

8 長池団地 C
昭和
63年

中耐 1 12 改善不要 ◎ 新耐震基準 ○ あり ◎ 129.20 ○ ◎ ◎ △ ○ H27長寿命化改修 ○ 改善不要

9 長池団地 D
昭和
63年

中耐 1 8 改善不要 ◎ 新耐震基準 ○ あり ◎ 129.20 ○ ◎ ◎ △ ○ H26長寿命化改修 ○ 改善不要

10 長池団地 E
昭和
63年

中耐 1 8 改善不要 ◎ 新耐震基準 ○ あり ◎ 129.20 ○ ◎ ◎ △ ○ H26長寿命化改修 ○ 改善不要

11 赤土団地
平成
15年

中耐 1 32 改善不要 ◎ 新耐震基準 ○ あり ◎ 86.35 ○ ◎ ◎ ○ ○ R4長寿命化改修 ○ 改善不要

地震

安全性

判定結果

◎:新耐震基準
以降
○:耐震性あり
(旧耐震)
×:耐震性なし
－:不明

○:2方向避難
あり
×:2方向避難
なし
－:対象外

◎:40㎡以上
○:25～40㎡未
満で単身用
×:上記以外

○:浴室・浴槽
あり
△:浴槽なし
×:浴室なし

◎:洋式水洗
△:和式水洗
×:水洗化非対
応

◎:3箇所給湯
○:給湯器あり
×:上記以外

○:高齢化対応
△:手すりあり
×:上記以外

1次判定－②－２

居住性

トイレ 給湯 バリアフリー 大規模改修避難 現地調査住戸面積 浴室

評価 評価

判定結果

○:築後10年以上で大
規模改善あり
△:築後10年以上で大
規模改善なし
－:築後10年以内

○:改善の必要
なし(A評価)
△:改善が必要
(B評価)
×:早急に改善
が必要(C評価)

評価評価 評価評価 評価 評価評価

基礎情報

NO 団地名
住棟
番号
等

建設
年度

構造
棟数

（棟）
戸数
（戸）



１次判定の結果区分 

改善不要 改善が必要 
優先的な対応が必要

(改善可能) 

優先的な対応が必要

(改善不可能) 

継
続
管
理
す
る
団
地 

維持管理 

(0 戸) 

改善、又は建替え 

(0 戸) 

優先的な改善、 

又は優先的な建替え

(0 戸) 

優先的な建替え 

(0 戸) 

継
続
管
理
に
つ
い
て
判
断
を
留
保
す
る
団
地 

維持管理又は用途廃

止(210 戸) 

改善、建替え、 

又は用途廃止 

(0 戸) 

優先的な改善、 

優先的な建替え、 

又は優先的な 

用途廃止 

(0 戸) 

優先的な建替え、 

又は優先的な 

用途廃止 

(0 戸) 

上本所団地 A 

上本所団地 B 

上本所団地 C 

上本所団地 D 

上本所団地 E 

長池団地 A 

長池団地 B 

長池団地 C 

長池団地 D 

長池団地 E 

赤土団地 

【A グループ】 

維持管理する団地のうち、改善か建替かの判断を留保する 

団地・住棟 

【B グループ】 

維持管理について判断を留保する 

団地・住棟 



１次判定の結果区分（詳細） 

基礎情報 1 次判定総合 

NO 団地名 

住棟

番号

等 

建設年度 構造 
棟数 

（棟） 

戸数 

（戸） 
１次判定 A １次判定 B 1 次判定 

グループ 

区分 

1 上本所団地 A 平成 10 年 中耐 1 22 判断を留保する団地 改善不要 維持管理又は用途廃止 B 

2 上本所団地 B 平成 6年 中耐 1 32 判断を留保する団地 改善不要 維持管理又は用途廃止 B 

3 上本所団地 C 平成 10 年 中耐 1 24 判断を留保する団地 改善不要 維持管理又は用途廃止 B 

4 上本所団地 D 平成 8年 中耐 1 16 判断を留保する団地 改善不要 維持管理又は用途廃止 B 

5 上本所団地 E 平成 4年 中耐 1 32 判断を留保する団地 改善不要 維持管理又は用途廃止 B 

6 長池団地 A 平成元年 中耐 1 12 判断を留保する団地 改善不要 維持管理又は用途廃止 B 

7 長池団地 B 平成元年 中耐 1 12 判断を留保する団地 改善不要 維持管理又は用途廃止 B 

8 長池団地 C 昭和 63 年 中耐 1 12 判断を留保する団地 改善不要 維持管理又は用途廃止 B 

9 長池団地 D 昭和 63 年 中耐 1 8 判断を留保する団地 改善不要 維持管理又は用途廃止 B 

10 長池団地 E 昭和 63 年 中耐 1 8 判断を留保する団地 改善不要 維持管理又は用途廃止 B 

11 赤土団地 平成 15 年 中耐 1 32 判断を留保する団地 改善不要 維持管理又は用途廃止 B 



４－４ ２次判定 

Ａ 前回大規模改善からの経過期間が 8年以上 

Ｂ 前回大規模改善からの経過期間が 6年～7年 

Ｃ 前回大規模改善からの経過期間が 2～5年 

Ｄ 前回大規模改善からの経過期間が１年 

・ライフサイクルコスト（LCC）比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定 

・将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定 



2次判定-２（Bグループ）の結果（詳細） 

基礎情報 

 2 次判定 B 

 

2 次判定 B 

空き家の状況 耐用年数 

優先順位 
公営住宅 

の余剰 

 
募集停止、政策空家 空家率 

前回大規模改修か

らの経過期間 

計画期間内の耐用

年数超過状況 NO 団地名 

住棟

番号

等 

建設 

年度 
構造 

棟数 

（棟）

戸数 

（戸）

 

 ×:募集停止 

◎:上記以外 

◎:10％未満 

○:10～20％未満 

△:20～40％未満 

×:40％以上 

1 上本所団地 A 
平成
10 年 

中耐 1 22  当面維持管理 ◎   △ 36.4% 3 1/2 超過 C 

需要予測によると

66 戸以上の住宅の

余剰はある 

2 上本所団地 B 
平成 
6 年 

中耐 1 32  当面維持管理 ◎   × 40.6% 5 1/2 超過 C 

3 上本所団地 C 
平成
10 年 

中耐 1 24  当面維持管理 ◎   × 50.0% 2 1/2 超過 C 

4 上本所団地 D 
平成 
8 年 

中耐 1 16  当面維持管理 ◎   × 43.8% 4 1/2 超過 C 

5 上本所団地 E 
平成 
4 年 

中耐 1 32  当面維持管理 ◎   △ 31.3% 6 1/2 超過 B 

6 長池団地 A 
平成
元年 

中耐 1 12  当面維持管理 ◎   △ 33.3% 7 1/2 超過 B 

7 長池団地 B 
平成
元年 

中耐 1 12  当面維持管理 ◎   △ 33.3% 7 1/2 超過 B 

8 長池団地 C 
昭和
63 年 

中耐 1 12  当面維持管理 ◎   ○ 16.7% 8 1/2 超過 A 

9 長池団地 D 
昭和
63 年 

中耐 1 8  当面維持管理 ◎   ○ 12.5% 9 1/2 超過 A 

10 長池団地 E 
昭和
63 年 

中耐 1 8  当面維持管理 ◎   ○ 12.5% 9 1/2 超過 A 

11 赤土団地   
平成
15 年 

中耐 1 32  当面維持管理 ◎   △ 31.3% 1 未超過 D 



２次判定の結果区分 

  改善不要 
改善が必要 優先的な対応が必要

(改善可能) 

優先的な対応が必要

(改善不可能) 

継
続
管
理
す
る
団
地 

維持管理 

(0 戸) 

改善 

(0 戸) 

建替え 

(0 戸) 

優先的な

改善 

(0 戸) 

優先的な

建替え 

(0 戸) 

優先的な建替え 

(0 戸) 

 

 

 
 

  

 
 

継
続
管
理
に
つ
い
て
判
断
を
留
保
す
る
団
地 

当面 

維持管理 

 (210 戸) 

用途 

廃止 

(0 戸) 

改善、 

建替え 

(0 戸) 

用途 

廃止 

(0 戸) 

 

優先的な

改善 

優先的な

建替え 

(0 戸) 

優先的な 

用途廃止 

(0 戸) 

優先的な 

用途廃止 

(0 戸) 

上本所団地 A   

   

 

  

 

上本所団地 B 

上本所団地 C 

上本所団地 D 

上本所団地 E 

長池団地 A 

長池団地 B 

長池団地 C 

長池団地 D 

長池団地 E 

赤土団地 



４－５ ３次判定 

・集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 

・長期的な管理の見通し 

・事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

・計画期間における事業手法の決定 





中長期的な管理の見通し（3次判定④－３） 

基礎情報 

 3 次判定 

 長期的な管理の見通し 
 

事業手法 仮定時期 
NO 団地名 

住棟

番号

等 

建設 

年度 
構造 

棟数 

（棟）

戸数 

（戸）

 

 

1 上本所団地 A 
平成
10 年 

中耐 1 22  当面維持管理 ― 

2 上本所団地 B 
平成 
6 年 

中耐 1 32  当面維持管理 ― 

3 上本所団地 C 
平成
10 年 

中耐 1 24  当面維持管理 ― 

4 上本所団地 D 
平成 
8 年 

中耐 1 16  当面維持管理 ― 

5 上本所団地 E 
平成 
4 年 

中耐 1 32  当面維持管理 ― 

6 長池団地 A 
平成
元年 

中耐 1 12  当面維持管理 ― 

7 長池団地 B 
平成
元年 

中耐 1 12  当面維持管理 ― 

8 長池団地 C 
昭和
63 年 

中耐 1 12  当面維持管理 ― 

9 長池団地 D 
昭和
63 年 

中耐 1 8  当面維持管理 ― 

10 長池団地 E 
昭和
63 年 

中耐 1 8  当面維持管理 ― 

11 赤土団地   
平成
15 年 

中耐 1 32  当面維持管理 ― 
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市営住宅関連概算事業費 
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大規模改善事業の事業時期の想定 

1 上本所団地 A
平成
10年

中耐 1 22 令和22年 令和22年 令和22年 令和21年 令和21年 令和21年 令和21年 令和7年 令和12年 令和14年

2 上本所団地 B
平成
6年

中耐 1 32 令和20年 令和20年 令和20年 令和22年 令和22年 令和22年 令和22年 令和7年 令和12年 令和14年

3 上本所団地 C
平成
10年

中耐 1 24 令和23年 令和23年 令和23年 令和23年 令和23年 令和23年 令和23年 令和7年 令和12年 令和14年

4 上本所団地 D
平成
8年

中耐 1 16 令和21年 令和21年 令和21年 令和24年 令和24年 令和24年 令和24年 令和7年 令和12年 令和14年

5 上本所団地 E
平成
4年

中耐 1 32 令和19年 令和19年 令和19年 令和25年 令和25年 令和25年 令和25年 令和7年 令和12年 令和14年

6 長池団地 A
平成
元年

中耐 1 12 令和18年 令和18年 令和18年 令和16年 令和16年 令和16年 令和9年 令和8年 令和11年 令和13年

7 長池団地 B
平成
元年

中耐 1 12 令和18年 令和18年 令和18年 令和17年 令和17年 令和17年 令和9年 令和8年 令和11年 令和13年

8 長池団地 C
昭和
63年

中耐 1 12 令和17年 令和17年 令和17年 令和18年 令和18年 令和18年 令和9年 令和8年 令和11年 令和13年

9 長池団地 D
昭和
63年

中耐 1 8 令和16年 令和16年 令和16年 令和19年 令和19年 令和19年 令和10年 令和8年 令和11年 令和13年

10 長池団地 E
昭和
63年

中耐 1 8 令和16年 令和16年 令和16年 令和20年 令和20年 令和20年 令和10年 令和8年 令和11年 令和13年

11 赤土団地
平成
15年

中耐 1 32 令和24年 令和24年 令和24年 令和26年 令和26年 令和26年 令和6年 令和24年 令和17年 令和15年

基礎情報

修繕項目＆時期

浴室ユ
ニット
(30年)

個別対応

外構工事

貯水槽
(50年・
ステンレ

ス)

給水ポン
プ(20年)

排水設備
（排水管
または浄
化槽）
(30年)

ガス設備
(30年)

共用灯
LED化

電力幹
線・盤類
(30年)

耐震

屋根塗
装・屋上

防水
(20年)

床防水
(屋根・
屋上と同
時施工が
原則)
(20年)

外壁塗装
等(20年)

ＥＶ修繕
和室→洋
室改修

給水管・
給湯管
(30年)耐震診断 耐震補強

NO 団地名
住棟
番号
等

建設
年度

構造
棟数
（棟）

戸数
（戸）



大規模改善事業の概算事業費の団地、住棟別試算 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

NO 団地名
住棟
番号
等

建設
年度

構造
棟数

（棟）
戸数

（戸）

令和
6
年

令和
7
年

令和
8
年

令和
9
年

令和
10
年

令和
11
年

令和
12
年

令和
13
年

令和
14
年

令和
15
年

令和
16
年

令和
17
年

令和
18
年

令和
19
年

令和
20
年

令和
21
年

令和
22
年

令和
23
年

令和
24
年

令和
25
年

令和
26
年

令和
27
年

令和
28
年

令和
29
年

令和
30
年

令和
31
年

令和
32
年

令和
33
年

令和
34
年

令和
35
年

1 上本所団地 A
平成
10年

中耐 1 22 0 2,200,000 0 0 0 0 2,244,000 0 4,400,000 0 0 0 0 0 0 15,741,000 13,288,945 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 上本所団地 B
平成
6年

中耐 1 32 0 3,200,000 0 0 0 0 3,264,000 0 6,400,000 0 0 0 0 0 19,514,856 0 22,896,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 上本所団地 C
平成
10年

中耐 1 24 0 2,400,000 0 0 0 0 2,448,000 0 4,800,000 0 0 0 0 0 0 0 0 31,574,336 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4 上本所団地 D
平成
8年

中耐 1 16 0 1,600,000 0 0 0 0 1,632,000 0 3,200,000 0 0 0 0 0 0 10,349,316 0 0 11,448,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5 上本所団地 E
平成
4年

中耐 1 32 0 3,200,000 0 0 0 0 3,264,000 0 6,400,000 0 0 0 0 19,619,475 0 0 0 0 0 22,896,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6 長池団地 A
平成
元年

中耐 1 12 0 0 1,200,000 636,000 0 1,224,000 0 7,200,000 0 0 7,950,000 0 11,051,753 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7 長池団地 B
平成
元年

中耐 1 12 0 0 1,200,000 636,000 0 1,224,000 0 7,200,000 0 0 0 7,950,000 11,051,753 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

8 長池団地 C
昭和
63年

中耐 1 12 0 0 1,200,000 636,000 0 1,224,000 0 7,200,000 0 0 0 11,113,443 7,950,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

9 長池団地 D
昭和
63年

中耐 1 8 0 0 800,000 0 424,000 816,000 0 4,800,000 0 0 7,741,776 0 0 5,300,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10 長池団地 E
昭和
63年

中耐 1 8 0 0 800,000 0 424,000 816,000 0 4,800,000 0 0 7,741,776 0 0 0 5,300,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

11 赤土団地
平成
15年

中耐 1 32 5,440,000 0 0 0 0 0 0 0 0 6,400,000 0 6,462,500 0 0 0 0 0 0 21,452,917 0 24,720,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

11 210 5,440,000 12,600,000 5,200,000 1,908,000 848,000 5,304,000 12,852,000 31,200,000 25,200,000 6,400,000 23,433,553 25,525,943 30,053,507 24,919,475 24,814,856 26,090,316 36,184,945 31,574,336 32,900,917 22,896,000 24,720,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

基礎情報

管理計画



３次判定の結果 

事業手法 団地名・住棟名 

修繕対応 

上本所団地 A 上本所団地 E 長池団地 D 

上本所団地 B 長池団地 A 長池団地 E 

上本所団地 C 長池団地 B 赤土団地 

上本所団地 D 長池団地 C  

個別改善    

建替え    

用途廃止    



３次判定の結果区分（詳細） 

1 上本所団地 A
平成
10年

中耐 1 22 修繕対応 なし なし 当面維持管理 －

2 上本所団地 B
平成
6年

中耐 1 32 修繕対応 なし なし 当面維持管理 －

3 上本所団地 C
平成
10年

中耐 1 24 修繕対応 なし なし 当面維持管理 －

4 上本所団地 D
平成
8年

中耐 1 16 修繕対応 なし なし 当面維持管理 －

5 上本所団地 E
平成
4年

中耐 1 32 修繕対応 なし なし 当面維持管理 －

6 長池団地 A
平成
元年

中耐 1 12 修繕対応 なし なし 当面維持管理 －

7 長池団地 B
平成
元年

中耐 1 12 修繕対応 なし なし 当面維持管理 －

8 長池団地 C
昭和
63年

中耐 1 12 修繕対応 なし なし 当面維持管理 －

9 長池団地 D
昭和
63年

中耐 1 8 修繕対応 なし なし 当面維持管理 －

10 長池団地 E
昭和
63年

中耐 1 8 修繕対応 なし なし 当面維持管理 －

11 赤土団地
平成
15年

中耐 1 32 修繕対応 なし なし 当面維持管理 －

団地名
住棟
番号
等

建設
年度

構造
棟数

（棟）
戸数

（戸）

地域施設
等の併設
の可能性
の検討

特異な立地条件に
基づく対応事項の

検討

地域ニーズへの対応等の総合
的な検討

他事業主
体との連
携の検討NO

基礎情報

各団地内は、同
時期同構造の住
宅であり、判定
の違いはないた
め、検討の必要

はない。

3団地はそれぞれ
離れた場所にあ
り、一定の住宅
需要があること
から、集約、再
編の必要性は低

い。

特にない

3次判定

3次判定結果
(事業手法の設定) 事業手法 仮定時期

長期的な管理の見通し

団地単位での効
率的な事業実施
に関する検討

集約・再編に関
する可能性の検

討



４－６ 団地別・住棟別事業手法の選定 

公営住宅等ストックの事業手法別戸数表【単位：戸】 

 
事業手法別 

住宅戸数 
備考 

市営住宅管理戸数 210   

・維持管理予定戸数 210   

うち修繕対応戸数 210   

うち改善事業予定戸数 0   

・建替え予定戸数 0   

・用途廃止予定戸数 0   



第５章 点検の実施方針 

公営住宅等のメンテナンスサイクル（RC造のイメージ図） 

点検 

○定期点検

○日常点検

データベースによる情報の一元管理 

○点検履歴データベース ○工事履歴データベース

○長期修繕計画の作成 ○公営住宅等長寿命化計画の作成
【計画期間：10 年間以上】 

○短期的な計画調整【毎年度】

計画 

調整 
（整合図る） 

工事 

記録 

記録 

参照 

最新情報に基づいて、計画的・効率的に点検を実施 

参照 

判断 
反映 

予算 
措置 

記録 



（参考）日常点検項目一覧 

 点検部位 点検項目 
法定点

検対象 

建

築

物 

１． 

敷 地

及 び

地盤 

ア）地盤 ・地盤沈下等による不陸、傾斜等の状況 ● 

イ）敷地 ・敷地内の排水の状況 ● 

ウ）敷地内の通路 ・敷地内の通路の支障物の状況 ● 

エ）塀 ・組積造の塀又は補強コンクリートブロック造の塀

等の劣化及び損傷の状況 
● 

・金属フェンス等の劣化及び損傷の状況  

オ）擁壁 ・擁壁の劣化及び損傷の状況 ● 

・擁壁の水抜きパイプの維持保全の状況 ● 

カ）屋外工作物 ・遊具、ベンチ等の劣化及び損傷の状況  

キ）屋外電気設備 ・外灯の不具合、劣化及び損傷の状況  

ク）通路・車路 ・平面駐車場の劣化及び損傷の状況  

・車路・歩道、スロープ、屋外階段の劣化及び損傷の

状況 
 

ケ）付属施設 ・自転車置場、ゴミ集積所等の劣化及び損傷の状況  

２． 

建 築

物 の

外部 

ア）基礎 ・基礎の沈下等の状況 ● 

・基礎の劣化及び損傷の状況 ● 

イ）土台 ・土台の沈下等の状況 ● 

・土台の劣化及び損傷の状況 ● 

ウ）外壁（躯体等） ・木造の外壁躯体の劣化及び損傷の状況 ● 

・補強コンクリートブロック造の外壁躯体の劣化及

び損傷の状況 
● 

・プレキャストコンクリート造の外壁躯体の劣化及

び損傷の状況 
 

・鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造

の外壁躯体の劣化及び損傷の状況 
● 

エ）外壁 

（外装仕上げ材

等） 

・塗り仕上げ、タイル、石貼り等（乾式工法によるも

のを除く。）、モルタル等の劣化及び損傷の状況 

● 

（塗り仕上

げを除く） 

・金属系パネルの劣化及び損傷の状況 ● 

・コンクリート系パネルの劣化及び損傷の状況 ● 

・窯業系サイディングの劣化及び損傷の状況  

・シーリングの劣化及び損傷の状況  

オ）外壁 

（窓サッシ等） 

・サッシ等の劣化及び損傷の状況 
● 

カ）建具 ・共用部ドア、住戸玄関ドアの劣化及び損傷の状況  

・シャッター（防火シャッター含む）、メーターボッ

クス扉、パイプスペース扉等の枠及び建具の劣化

及び損傷の状況 

 

キ）金物類 ・落下防護庇の劣化及び損傷の状況  

・集合郵便受、掲示板等、室名札の劣化及び損傷の状

況 
 



 点検部位 点検項目 
法定点

検対象 

建

築

物 

３． 

屋 上

及 び

屋根 

ア）屋上面、屋上

回り 

・屋根の劣化及び損傷の状況 ● 

・雨樋の劣化及び損傷の状況  

イ）屋根 ・屋根の劣化及び損傷の状況 
● 

４ ．

避 難

施 設

等 

ア）廊下（共用廊

下） 

・物品の放置の状況 ● 

・手すりの劣化及び損傷の状況  

・床の劣化及び損傷の状況  

・壁・柱・梁の劣化及び損傷の状況  

・天井・軒裏の劣化及び損傷の状況  

イ）出入口 ・物品の放置の状況 ● 

ウ）バルコニー ・手すり等劣化及び損傷の状況 ● 

・物品の放置の状況 ● 

・隔て板、物干し金物等の劣化及び損傷の状況  

・床・壁・柱・梁・天井の劣化及び損傷の状況  

エ）階段 ・物品の放置の状況 ● 

・階段各部の劣化及び損傷の状況 ● 

建

築

設

備 

１ ．

給 水

設 備

及 び

排 水

設備 

ア）飲料用配管及

び排水配管（隠蔽

部分及び埋設部

分を除く） 

・配管の腐食及び漏水の状況 

● 

イ）給水タンク

等、給水ポンプ 

・給水タンク等の腐食及び漏水の状況 
● 

ウ）排水設備（隠

蔽部分及び埋設

部分を除く） 

・屋内雑排水管、汚水管、雨水管の腐食及び漏水の状

況  

 



第６章 計画修繕の実施方針 



（参考）公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）に記載されている修繕周期表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







第７章 改善事業の実施方針 

７－１ 長寿命化型 

７－２ 安全性確保型 

７－３ 居住性向上型 

【改善事業の実施内容例】 

外壁仕上げの耐久性向上、屋上防水の耐久性向上、上下水、ガス等配管の耐久性向上、幹線

電気設備の耐久性向上等 

【改善事業の実施内容例】 

ベランダ手すりの取替、耐震改修等 

【改善事業の実施内容例】 

便所の洋式水洗化改善、給湯設備の機能向上、風呂場の改修、和室の洋室化改善、共同灯

LED 化等 



（ベランダへの設置費用概算、システム本体費用 及び 配管工事）

円/戸 既存配管接続を想定、追い炊き機能の為の配管工事を追加 配管の為の床点検口取付工事

円/戸 上記工事費用から配管に係る工事を減額

（ベランダへの設置費用概算、本体費用 及び 配管工事）

円/戸 ガス配管新設、配管の為の床点検口取付工事

円/戸 上記工事費用から配管に係る工事を減額

電気給湯合計工事費用

ガス給湯合計工事費用

¥1,100,000

¥500,000

エコキュート工事費用 

500,000

600,000

更新費用

200,000

ガス給湯器工事費用

300,000

更新費用

電気料金（中部電力スマートライフプラン：ナイトタイム） 円/kWh 年間給湯保温効率 3

1.5 kW 給湯時間 8 h 1日当たりの電気料金 67 円

1.0 kW 給湯時間 4 h 1日当たりの電気料金 22 円

給湯にかかる年間電気料金 円

給湯にかかる30年間電気料金 円

LPガス重量単価 300 円

ガス消費量 0.3 ㎥ 90 円

ガス消費量 0.2 ㎥ 60 円

給湯にかかる年間電気料金 円

給湯にかかる30年間電気料金 円

1日当たりのガス料金

1日当たりのガス料金

16.63

16,164

冬期（11月-3月）

夏期（4月-10月）

27,360

820,800

（プロパンガス料金消費者協会：菊川市の平均価格2023年10月現在）

484,931

冬期（11月-3月）

夏期（4月-10月）

電気消費量

電気消費量

¥0

¥200,000

¥400,000

¥600,000

¥800,000

¥1,000,000

¥1,200,000

電気給湯合計工事費用 ガス給湯合計工事費用

更新費用合計比較

工事費用 更新費用



0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
(年
）

電気給湯とガス給湯のLCC比較

エコキュートLCC（千円） ガス給湯LCC（千円）

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
178 194 210 226 242 259 275 291 307 323

301 328 356 383 410 438 465 492 520 547

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
339 356 372 388 404 420 436 453 469 485

575 602 629 657 684 711 739 766 793 821

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
16.2 32.3 48.5 64.7 80.8 97.0 113 129 145 162

27.4 54.7 82.1 109 137 164 192 219 246 274

エコキュートLCC（千円）

ガス給湯LCC（千円）

年数



７－４ 福祉対応型 

７－５ 次回以降の計画 

【改善事業の実施内容例】 

住戸内手すりの取付け等 

【実施内容】 

「住戸改善」    

・居室内部の段差解消（玄関沓摺部） 

・高齢者対応への住居内改修（建具（手すり等）、浴槽、便器、その他 等） 

・流し台、洗面台更新 

「共用部分改善」  

・共用部における段差の解消 

・視覚障がい者誘導用ブロック等の設置 

・EV の設置（上本所団地、長池団地） 

「屋外・外構改善」 

・屋外通路等の幅員確保 

・スロープの設置（長池団地）等 



【実施内容】 

「住戸改善」 

・住宅用防災警報器等の設置

・ピッキングが困難な構造の玄関扉の錠、補助錠の設置、破壊が困難なガラスへの取替、

防犯上有効な箇所への防犯建物部品の設置

「屋外・外構改善」 

・屋外通路等の照明設備の照度確保

【実施内容】 

「住戸改善」 

・室内の配管の耐久性向上に資する工事

「共用部分改善」 

・躯体・屋上・外壁・配管の耐久性向上

「屋外・外構改善」 

・配管の耐久性・耐食性向上に資する工事

・集会所の外壁、屋根の耐久性向上に資する工事

・公園遊具の耐久性向上に資する工事



第８章 建替事業等の実施方針 

８－１ 建替事業の実施方針 

８－２ 用途廃止の実施方針 



第９章 長寿命化のための事業実施予定一覧 

９－１ 計画修繕・改善事業の実施予定の一覧【様式１】 

【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧

公営住宅

特定公共

賃貸住宅
地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に

準じた点検
令和6年 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年 令和12年 令和13年 令和14年 令和15年

上本所団地 A 22 中耐 H10 令和8年 共同灯LED化設計 共同灯LED化施工 電力幹線改修設計 電力幹線改修施工
和室→洋室化改善

設計

和室→洋室化改善

施工
給排水改修設計 2,180

上本所団地 B 32 中耐 H6 令和6年 共同灯LED化設計 共同灯LED化施工 電力幹線改修設計 電力幹線改修施工
和室→洋室化改善

設計

和室→洋室化改善

施工
給排水改修設計 2,953

上本所団地 C 24 中耐 H10 令和8年 共同灯LED化設計 共同灯LED化施工 電力幹線改修設計 電力幹線改修施工
和室→洋室化改善

設計

和室→洋室化改善

施工
給排水改修設計 2,379

上本所団地 D 16 中耐 H8 令和7年 共同灯LED化設計 共同灯LED化施工 電力幹線改修設計 電力幹線改修施工
和室→洋室化改善

設計

和室→洋室化改善

施工
給排水改修設計 1,563

上本所団地 E 32 中耐 H4 令和6年 共同灯LED化設計 共同灯LED化施工 電力幹線改修設計 電力幹線改修施工
和室→洋室化改善

設計
和室→洋室化改善

施工
給排水改修設計 2,375

長池団地 A 12 中耐 H1 令和8年 共同灯LED化設計

共同灯LED化施

工、

ガス改修設計

ガス改修施工 電力幹線改修設計 電力幹線改修施工
和室→洋室化改善

設計、施工
給排水改修設計 818

長池団地 B 12 中耐 H1 令和9年 共同灯LED化設計
共同灯LED化施

工、

ガス改修設計

ガス改修施工 電力幹線改修設計 電力幹線改修施工
和室→洋室化改善

設計、施工
給排水改修設計 818

長池団地 C 12 中耐 S63 令和6年 共同灯LED化設計

共同灯LED化施

工、

ガス改修設計

ガス改修施工 電力幹線改修設計 電力幹線改修施工
和室→洋室化改善

設計、施工
給排水改修設計 872

長池団地 D 8 中耐 S63 令和6年 共同灯LED化設計

共同灯LED化施

工、
ガス改修設計

電力幹線改修設

計、ガス改修施工
電力幹線改修施工

和室→洋室化改善

設計、施工
給排水改修設計 581

長池団地 E 8 中耐 S63 令和7年 共同灯LED化設計

共同灯LED化施

工、

ガス改修設計

電力幹線改修設
計、ガス改修施工

電力幹線改修施工
和室→洋室化改善

設計、施工
給排水改修設計 581

赤土団地 32 中耐 H15 令和6年
共同灯LED化設

計、施工

和室→洋室化改善

設計

和室→洋室化改善

施工
3,291

　事業主体名： 菊川市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数
（戸）

構造
建設
年度

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC

縮減効果

(千円/年)



９－２ 新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧【様式２】 

９－３ 共同施設に係る事業の実施予定一覧【様式３】 

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅

法定点検
法定点検に
準じた点検

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度

菊川市

LCC
（千円/
年）

その他（　　　　　　　　　　）

次期点検時期
備考

新規又は
建替整備
予定年度

該当なし

公営住宅
特定公共

賃貸住宅
地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

　事業主体名：

備考
維持管理・改善事業の内容

団地名 共同施設名 建設年度
次期点検時期

菊川市

　住宅の区分：

該当なし



９－３ 住棟別修繕計画表 

  

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

屋根塗装・屋上防水 保護防水 オーバーレイ 26 20 ●

共用部床防水 露出防水 オーバーレイ 26 20 ●

外壁補修及び塗装等 吹付塗装 補修後上塗り 令和2年 4 20 ●

鉄部塗装等 錆落し＋塗装 26 6 なし

建具（玄関ドア、MB扉） 取替 26 22 個別対応

建具（アルミサッシ） 取替 26 22 個別対応

バルコニー手摺（鉄製） アルミ製に取替 26 22 なし

金物類（郵便受等） 取替 26 24 個別対応

給水管、給湯管 塩ビライニング管 取替 26 30 個別対応 ●

貯水槽 ステンレス製 取替 26 50 なし

給水ポンプ 取替 26 20 個別対応 ●

排水設備 排水管 取替 26 30 個別対応 ●

ガス管・ガス設備 取替 26 30 個別対応 ●

ガスメーター 取替 26 10 個別対応

給湯器 取替 26 20 個別対応

量水器 取替 26 8 個別対応

電力幹線 取替 26 30 ●

共同灯LED化 取替 26 40 なし ●

電話設備 電話配電盤等 取替 26 30 個別対応

テレビ共聴設備 取替 26 15 なし

和室→洋室化改善 取替 26 ●

自火報設備 取替 26 18 個別対応

EV修繕 取替 26 30 なし

流し台 取替 26 30 個別対応

浴室ﾕﾆｯﾄ 取替 26 30 個別対応

ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ 取替 26 15 個別対応

外構工事 改修 26 20

経過年数
（年）

区分 項目 細目 作業内容 最新対応年
修繕周期
（年）

状況
事業予定（令和）

建築

機械

電気



6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

屋根塗装・屋上防水 保護防水 オーバーレイ 30 20 ●

共用部床防水 露出防水 オーバーレイ 30 20 ●

外壁補修及び塗装等 吹付塗装 補修後上塗り 令和2年 4 20 ●

鉄部塗装等 錆落し＋塗装 30 6 なし

建具（玄関ドア、MB扉） 取替 30 22 個別対応

建具（アルミサッシ） 取替 30 22 個別対応

バルコニー手摺（鉄製） アルミ製に取替 30 22 なし

金物類（郵便受等） 取替 30 24 個別対応

給水管、給湯管 塩ビライニング管 取替 30 30 個別対応 ●

貯水槽 ステンレス製 取替 30 50 なし

給水ポンプ 取替 30 20 個別対応 ●

排水設備 排水管 取替 30 30 個別対応 ●

ガス管・ガス設備 取替 30 30 個別対応 ●

ガスメーター 取替 30 10 個別対応

給湯器 取替 30 20 個別対応

量水器 取替 30 8 個別対応

電力幹線 取替 30 30 ●

共同灯LED化 取替 30 40 なし ●

電話設備 電話配電盤等 取替 30 30 個別対応

テレビ共聴設備 取替 30 15 なし

和室→洋室化改善 取替 30 ●

自火報設備 取替 30 18 個別対応

EV修繕 取替 30 30 なし

流し台 取替 30 30 個別対応

浴室ﾕﾆｯﾄ 取替 30 30 個別対応

ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ 取替 30 15 個別対応

外構工事 改修 30 20

建築

機械

電気

修繕周期
（年）

状況
事業予定（令和）経過年数

（年）
区分 項目 細目 作業内容 最新対応年



6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

屋根塗装・屋上防水 保護防水 オーバーレイ 26 20 ●

共用部床防水 露出防水 オーバーレイ 26 20 ●

外壁補修及び塗装等 吹付塗装 補修後上塗り 令和2年 4 20 ●

鉄部塗装等 錆落し＋塗装 26 6 なし

建具（玄関ドア、MB扉） 取替 26 22 個別対応

建具（アルミサッシ） 取替 26 22 個別対応

バルコニー手摺（鉄製） アルミ製に取替 26 22 なし

金物類（郵便受等） 取替 26 24 個別対応

給水管、給湯管 塩ビライニング管 取替 26 30 個別対応 ●

貯水槽 ステンレス製 取替 26 50 なし

給水ポンプ 取替 26 20 個別対応 ●

排水設備 排水管 取替 26 30 個別対応 ●

ガス管・ガス設備 取替 26 30 個別対応 ●

ガスメーター 取替 26 10 個別対応

給湯器 取替 26 20 個別対応

量水器 取替 26 8 個別対応

電力幹線 取替 26 30 ●

共同灯LED化 取替 26 40 なし ●

電話設備 電話配電盤等 取替 26 30 個別対応

テレビ共聴設備 取替 26 15 なし

和室→洋室化改善 取替 26 ●

自火報設備 取替 26 18 個別対応

EV修繕 取替 26 30 なし

流し台 取替 26 30 個別対応

浴室ﾕﾆｯﾄ 取替 26 30 個別対応

ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ 取替 26 15 個別対応

外構工事 改修 26 20

建築

機械

電気

修繕周期
（年）

状況
事業予定（令和）経過年数

（年）
区分 項目 細目 作業内容 最新対応年



6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

屋根塗装・屋上防水 保護防水 オーバーレイ 28 20 ●

共用部床防水 露出防水 オーバーレイ 28 20 ●

外壁補修及び塗装等 吹付塗装 補修後上塗り 令和2年 4 20 ●

鉄部塗装等 錆落し＋塗装 28 6 なし

建具（玄関ドア、MB扉） 取替 28 22 個別対応

建具（アルミサッシ） 取替 28 22 個別対応

バルコニー手摺（鉄製） アルミ製に取替 28 22 なし

金物類（郵便受等） 取替 28 24 個別対応

給水管、給湯管 塩ビライニング管 取替 28 30 個別対応 ●

貯水槽 ステンレス製 取替 28 50 なし

給水ポンプ 取替 28 20 個別対応 ●

排水設備 排水管 取替 28 30 個別対応 ●

ガス管・ガス設備 取替 28 30 個別対応 ●

ガスメーター 取替 28 10 個別対応

給湯器 取替 28 20 個別対応

量水器 取替 28 8 個別対応

電力幹線 取替 28 30 ●

共同灯LED化 取替 28 40 なし ●

電話設備 電話配電盤等 取替 28 30 個別対応

テレビ共聴設備 取替 28 15 なし

和室→洋室化改善 取替 28 ●

自火報設備 取替 28 18 個別対応

EV修繕 取替 28 30 なし

流し台 取替 28 30 個別対応

浴室ﾕﾆｯﾄ 取替 28 30 個別対応

ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ 取替 28 15 個別対応

外構工事 改修 28 20

経過年数
（年）

区分 項目 細目 作業内容 最新対応年
修繕周期
（年）

状況
事業予定（令和）

建築

機械

電気



6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

屋根塗装・屋上防水 保護防水 オーバーレイ 27 20 ●

共用部床防水 露出防水 オーバーレイ 27 20 ●

外壁補修及び塗装等 吹付塗装 補修後上塗り 令和2年 4 20 ●

鉄部塗装等 錆落し＋塗装 27 6 なし

建具（玄関ドア、MB扉） 取替 27 22 個別対応

建具（アルミサッシ） 取替 27 22 個別対応

バルコニー手摺（鉄製） アルミ製に取替 27 22 なし

金物類（郵便受等） 取替 27 24 個別対応

給水管、給湯管 塩ビライニング管 取替 27 30 個別対応 ●

貯水槽 ステンレス製 取替 27 50 なし

給水ポンプ 取替 27 20 個別対応 ●

排水設備 排水管 取替 27 30 個別対応 ●

ガス管・ガス設備 取替 27 30 個別対応 ●

ガスメーター 取替 27 10 個別対応

給湯器 取替 27 20 個別対応

量水器 取替 27 8 個別対応

電力幹線 取替 27 30 ●

共同灯LED化 取替 27 40 なし ●

電話設備 電話配電盤等 取替 27 30 個別対応

テレビ共聴設備 取替 27 15 なし

和室→洋室化改善 取替 27 ●

自火報設備 取替 27 18 個別対応

EV修繕 取替 27 30 なし

流し台 取替 27 30 個別対応

浴室ﾕﾆｯﾄ 取替 27 30 個別対応

ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ 取替 27 15 個別対応

外構工事 改修 27 20

建築

機械

電気

修繕周期
（年）

状況
事業予定（令和）経過年数

（年）
区分 項目 細目 作業内容 最新対応年



6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

屋根塗装・屋上防水 保護防水 オーバーレイ 35 20 ●

共用部床防水 露出防水 オーバーレイ 35 20 ●

外壁補修及び塗装等 吹付塗装 補修後上塗り 令和2年 4 20 ●

鉄部塗装等 錆落し＋塗装 35 6 なし

建具（玄関ドア、MB扉） 取替 35 22 個別対応

建具（アルミサッシ） 取替 35 22 個別対応

バルコニー手摺（鉄製） アルミ製に取替 35 22 なし

金物類（郵便受等） 取替 35 24 個別対応

給水管、給湯管 塩ビライニング管 取替 35 30 個別対応 ●

貯水槽 ステンレス製 取替 35 50 なし

給水ポンプ 取替 35 20 個別対応 ●

排水設備 排水管 取替 35 30 個別対応 ●

ガス管・ガス設備 取替 35 30 個別対応 ●

ガスメーター 取替 35 10 個別対応

給湯器 取替 35 20 個別対応

量水器 取替 35 8 個別対応

電力幹線 取替 35 30 ●

共同灯LED化 取替 35 40 なし ●

電話設備 電話配電盤等 取替 35 30 個別対応

テレビ共聴設備 取替 35 15 なし

和室→洋室化改善 取替 35 ●

自火報設備 取替 35 18 個別対応

EV修繕 取替 35 30 なし

流し台 取替 35 30 個別対応

浴室ﾕﾆｯﾄ 取替 35 30 個別対応

ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ 取替 35 15 個別対応

外構工事 改修 35 20

建築

機械

電気

修繕周期
（年）

状況
事業予定（令和）経過年数

（年）
区分 項目 細目 作業内容 最新対応年



6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

屋根塗装・屋上防水 保護防水 オーバーレイ 35 20 ●

共用部床防水 露出防水 オーバーレイ 35 20 ●

外壁補修及び塗装等 吹付塗装 補修後上塗り 令和2年 4 20 ●

鉄部塗装等 錆落し＋塗装 35 6 なし

建具（玄関ドア、MB扉） 取替 35 22 個別対応

建具（アルミサッシ） 取替 35 22 個別対応

バルコニー手摺（鉄製） アルミ製に取替 35 22 なし

金物類（郵便受等） 取替 35 24 個別対応

給水管、給湯管 塩ビライニング管 取替 35 30 個別対応 ●

貯水槽 ステンレス製 取替 35 50 なし

給水ポンプ 取替 35 20 個別対応 ●

排水設備 排水管 取替 35 30 個別対応 ●

ガス管・ガス設備 取替 35 30 個別対応 ●

ガスメーター 取替 35 10 個別対応

給湯器 取替 35 20 個別対応

量水器 取替 35 8 個別対応

電力幹線 取替 35 30 ●

共同灯LED化 取替 35 40 なし ●

電話設備 電話配電盤等 取替 35 30 個別対応

テレビ共聴設備 取替 35 15 なし

和室→洋室化改善 取替 35 ●

自火報設備 取替 35 18 個別対応

EV修繕 取替 35 30 なし

流し台 取替 35 30 個別対応

浴室ﾕﾆｯﾄ 取替 35 30 個別対応

ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ 取替 35 15 個別対応

外構工事 改修 35 20

建築

機械

電気

修繕周期
（年）

状況
事業予定（令和）経過年数

（年）
区分 項目 細目 作業内容 最新対応年



6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

屋根塗装・屋上防水 保護防水 オーバーレイ 36 20 ●

共用部床防水 露出防水 オーバーレイ 36 20 ●

外壁補修及び塗装等 吹付塗装 補修後上塗り 令和2年 4 20 ●

鉄部塗装等 錆落し＋塗装 36 6 なし

建具（玄関ドア、MB扉） 取替 36 22 個別対応

建具（アルミサッシ） 取替 36 22 個別対応

バルコニー手摺（鉄製） アルミ製に取替 36 22 なし

金物類（郵便受等） 取替 36 24 個別対応

給水管、給湯管 塩ビライニング管 取替 36 30 個別対応 ●

貯水槽 ステンレス製 取替 36 50 なし

給水ポンプ 取替 36 20 個別対応 ●

排水設備 排水管 取替 36 30 個別対応 ●

ガス管・ガス設備 取替 36 30 個別対応 ●

ガスメーター 取替 36 10 個別対応

給湯器 取替 36 20 個別対応

量水器 取替 36 8 個別対応

電力幹線 取替 36 30 ●

共同灯LED化 取替 36 40 なし ●

電話設備 電話配電盤等 取替 36 30 個別対応

テレビ共聴設備 取替 36 15 なし

和室→洋室化改善 取替 36 ●

自火報設備 取替 36 18 個別対応

EV修繕 取替 36 30 なし

流し台 取替 36 30 個別対応

浴室ﾕﾆｯﾄ 取替 36 30 個別対応

ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ 取替 36 15 個別対応

外構工事 改修 36 20

建築

機械

電気

修繕周期
（年）

状況
事業予定（令和）経過年数

（年）
区分 項目 細目 作業内容 最新対応年



6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

屋根塗装・屋上防水 保護防水 オーバーレイ 36 20 ●

共用部床防水 露出防水 オーバーレイ 36 20 ●

外壁補修及び塗装等 吹付塗装 補修後上塗り 令和2年 4 20 ●

鉄部塗装等 錆落し＋塗装 36 6 なし

建具（玄関ドア、MB扉） 取替 36 22 個別対応

建具（アルミサッシ） 取替 36 22 個別対応

バルコニー手摺（鉄製） アルミ製に取替 36 22 なし

金物類（郵便受等） 取替 36 24 個別対応

給水管、給湯管 塩ビライニング管 取替 36 30 個別対応 ●

貯水槽 ステンレス製 取替 36 50 なし

給水ポンプ 取替 36 20 個別対応 ●

排水設備 排水管 取替 36 30 個別対応 ●

ガス管・ガス設備 取替 36 30 個別対応 ●

ガスメーター 取替 36 10 個別対応

給湯器 取替 36 20 個別対応

量水器 取替 36 8 個別対応

電力幹線 取替 36 30 ●

共同灯LED化 取替 36 40 なし ●

電話設備 電話配電盤等 取替 36 30 個別対応

テレビ共聴設備 取替 36 15 なし

和室→洋室化改善 取替 36 ●

自火報設備 取替 36 18 個別対応

EV修繕 取替 36 30 なし

流し台 取替 36 30 個別対応

浴室ﾕﾆｯﾄ 取替 36 30 個別対応

ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ 取替 36 15 個別対応

外構工事 改修 36 20

建築

機械

電気

修繕周期
（年）

状況
事業予定（令和）経過年数

（年）
区分 項目 細目 作業内容 最新対応年



6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

屋根塗装・屋上防水 保護防水 オーバーレイ 36 20 ●

共用部床防水 露出防水 オーバーレイ 36 20 ●

外壁補修及び塗装等 吹付塗装 補修後上塗り 令和2年 4 20 ●

鉄部塗装等 錆落し＋塗装 36 6 なし

建具（玄関ドア、MB扉） 取替 36 22 個別対応

建具（アルミサッシ） 取替 36 22 個別対応

バルコニー手摺（鉄製） アルミ製に取替 36 22 なし

金物類（郵便受等） 取替 36 24 個別対応

給水管、給湯管 塩ビライニング管 取替 36 30 個別対応 ●

貯水槽 ステンレス製 取替 36 50 なし

給水ポンプ 取替 36 20 個別対応 ●

排水設備 排水管 取替 36 30 個別対応 ●

ガス管・ガス設備 取替 36 30 個別対応 ●

ガスメーター 取替 36 10 個別対応

給湯器 取替 36 20 個別対応

量水器 取替 36 8 個別対応

電力幹線 取替 36 30 ●

共同灯LED化 取替 36 40 なし ●

電話設備 電話配電盤等 取替 36 30 個別対応

テレビ共聴設備 取替 36 15 なし

和室→洋室化改善 取替 36 ●

自火報設備 取替 36 18 個別対応

EV修繕 取替 36 30 なし

流し台 取替 36 30 個別対応

浴室ﾕﾆｯﾄ 取替 36 30 個別対応

ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ 取替 36 15 個別対応

外構工事 改修 36 20

建築

機械

電気

修繕周期
（年）

状況
事業予定（令和）経過年数

（年）
区分 項目 細目 作業内容 最新対応年



6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

屋根塗装・屋上防水 保護防水 オーバーレイ 21 20 ●

共用部床防水 露出防水 オーバーレイ 21 20 ●

外壁補修及び塗装等 吹付塗装 補修後上塗り 令和2年 4 20 ●

鉄部塗装等 錆落し＋塗装 21 6 なし

建具（玄関ドア、MB扉） 取替 21 22 個別対応

建具（アルミサッシ） 取替 21 22 個別対応

バルコニー手摺（鉄製） アルミ製に取替 21 22 なし

金物類（郵便受等） 取替 21 24 個別対応

給水管、給湯管 塩ビライニング管 取替 21 30 個別対応 ●

貯水槽 ステンレス製 取替 21 50 なし

給水ポンプ 取替 21 20 個別対応 ●

排水設備 排水管 取替 21 30 個別対応 ●

ガス管・ガス設備 取替 21 30 個別対応 ●

ガスメーター 取替 21 10 個別対応

給湯器 取替 21 20 個別対応

量水器 取替 21 8 個別対応

電力幹線 取替 21 30 ●

共同灯LED化 取替 21 40 なし ●

電話設備 電話配電盤等 取替 21 30 個別対応

テレビ共聴設備 取替 21 15 なし

和室→洋室化改善 取替 21 ●

自火報設備 取替 21 18 個別対応

EV修繕 取替 21 30 ●

流し台 取替 21 30 個別対応

浴室ﾕﾆｯﾄ 取替 21 30 個別対応

ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ 取替 21 15 個別対応

外構工事 改修 21 20

建築

機械

電気

修繕周期
（年）

状況
事業予定（令和）経過年数

（年）
区分 項目 細目 作業内容 最新対応年



第 10 章 ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

10－１ ライフサイクルコスト縮減効果の算出方法 

ライフサイクルコストの算出イメージ 







10－２ ライフサイクルコスト縮減効果の算出結果 

住棟別ライフサイクルコストの縮減効果 

団地名 住棟番号 
戸数 

（戸） 
構造 建設年次 

LCC 縮減効果 

戸当り 

(円) 

住棟当り

（円） 

上本所団地 A 22 中耐 
平成 

10 年 
99,112 2,180,454 

上本所団地 B 32 中耐 
平成 
6 年 

92,267 2,952,539 

上本所団地 C 24 中耐 
平成 

10 年 
99,112 2,378,677 

上本所団地 D 16 中耐 
平成 
8 年 

97,715 1,563,434 

上本所団地 E 32 中耐 
平成 
4 年 

74,216 2,374,926 

長池団地 A 12 中耐 
平成 

元年 
68,198 818,372 

長池団地 B 12 中耐 
平成 

元年 
68,198 818,372 

長池団地 C 12 中耐 
昭和 

63 年 
72,638 871,661 

長池団地 D 8 中耐 
昭和 

63 年 
72,641 581,124 

長池団地 E 8 中耐 
昭和 

63 年 
72,641 581,124 

赤土団地 32 中耐 
平成 

15 年 
102,839 3,290,842 

合計 － 18,411,526 

※耐火造は、改善非実施評価期間を 50 年、改善実施評価期間を 70 年としている。


